
 

 

施策 1-4-⑬  最短でつなぐ避難経路の確保 

 

【取組の概要】 

 短時間で津波の到達が懸念される地域では、より早く避難するための避難経路最短化の工夫が

必要です。地方公共団体は、住民や学校関係者等と共に最短な避難経路の確保を行う必要があり

ます。 

 

【計画、整備にあたっての着眼点・留意点】 

・小中学校やその他公共施設等のうち、特に人が多く集まる施設では、最短で避難できる経路を

検討し、施設整備することが必要です。 

【事例】 

○岩手県大船渡市の取組（再掲） 

 

 

・小学校の 2階から高台へ続く避難用スロープを整備し、東日本大震災では迅速な避難につなげま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小学校に整備した避難スロープ 
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